様式第１（第５条関係）
令和　　年　　月　　日
江南市長

江南市農業者物価高騰対策支援金交付申請書兼請求書
　
江南市農業者物価高騰対策支援金の交付を受けたいので、下記のとおり関係書類を添えて申請（請求）します。
記
１．申請者
	法人名（法人の場合）
屋号（個人の場合）
	

	フリガナ（氏名のみ）
	ｈ　

	代表者役職
氏名
	


	本社・本店の住所(法人の場合)

代表者住所(個人事業者の場合)
	〒　　　　－
	電話番号
	

	
	

	メールアドレス
	



２．事業所の所在地
江南市内の事業所を１か所記入してください。
	事業所名(支社・支店・店舗名)
	所在地

	
	


※ただし、「１．申請者」欄に記載の住所が江南市内の場合は記入不要です。
※江南市内に複数の事業所がある場合でも、１か所のみの記載で結構です。

３．申請（請求）する額　　　　　　　　金50,000円

４．誓約事項の確認
　　　私は、裏面の誓約事項の内容をよく確認し、内容に相違ないことを誓約します。　□はい

５．振込先口座
　　　支援金は下記口座へお振込みください。
	金融機関名
	
	支店名
	

	種別
	☐普通　　 ☐当座
	口座番号
	
	
	
	
	
	
	

	口座名義
	
	フリガナ
	


※「１．申請者」欄に記載した申請者名義の口座に限ります。
※交付決定通知は銀行等の口座への入金をもって代えさせていただきます。
[bookmark: _Hlk204255023]誓約事項

私は、江南市農業者物価高騰対策支援金の申請にあたり、下記のことを誓約します。

記

１　交付申請日時点で廃業しておらず、交付申請日以降も農業経営を継続する意思があります。
２　【個人事業者のみ】
次に掲げる事項の全てに該当します。
[bookmark: _Hlk201156027][bookmark: _Hlk201155780]（ア）令和７年７月１日時点で代表者の住民登録が江南市内にあり、交付申請日時点においても引き続き住民登録があります。
[bookmark: _Hlk201156117][bookmark: _Hlk201140225]（イ）①、②のいずれかに該当しています。
[bookmark: _Hlk201156172]①令和６年中に農業収入又は農業所得があります。
[bookmark: _Hlk201143677]②令和７年７月１日までに農業経営を開始しています。
【法人のみ】
次に掲げる事項の全てに該当します。
（ア）令和７年７月１日までに江南市内に事業所を開設し、交付申請日時点において江南市内の農地に権利（賃借権若しくは使用貸借権又は所有権）があります。
（イ）①、②のいずれかに該当しています。
①令和６年中に農業収入又は農業所得があります。
②令和７年７月１日までに農業経営を開始しています。
[bookmark: _Hlk200036633][bookmark: _Hlk204254988][bookmark: _GoBack]３　令和７年度に「江南市農業者物価高騰対策支援金」、「江南市中小企業等エネルギー価格高騰対策支援金」、「介護サービス事業所等支援金」、「障害福祉サービス等事業所支援金」、「物価高騰対策医療機関等支援金」の交付を受けていません。また、支援金の交付の審査にあたり、上記支援金の交付状況等を調査することに同意します。
４　江南市暴力団排除条例（平成２４年条例第１７号）に規定する暴力団員又は暴力団若しくは暴力団員と密接な関係を有する者ではありません。また、市長が必要と認めた場合には、暴力団員等であるか否かの確認のため、警察へ照会がなされることに同意します。
５　市税を滞納していません。また、支援金の交付の審査にあたり、市税の納税状況等を調査することに同意します。
６　次に掲げるいずれかに該当する場合は、支援金の交付の決定を取り消し、交付した支援金の全部又は一部を返還することに同意します。
（１）虚偽その他不正な手段により、支援金の交付の決定を受けたとき。
（２）そのほか、市長が支援金を交付することが不適切であると認めるとき。
７　支援金の交付を受ける権利は、譲り渡し又は担保に供することはしません。
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